2016年11月21日　地域自立支援協議会

障害児・者をとりまく相談支援体制の現状について
さいたま市コーディネーター連絡会議

調査研究委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．障害者総合支援法施行後の障害のある子どもをとりまく実態

①障害児計画相談導入後の「相談」が変容
・「計画相談」は障害福祉サービスにかかわる利用計画の作成が中心。

　・相談支援専門員が利用計画作成に関わる業務の比率が大きくなっている。
　・家族への支援（障害の受けとめやかかわりなど）や利用する福祉サービスの調整において、その子にとってあっているのか、必要なのかなどの見立ても含めて行わなければならないが、十分とりくめないという実感をもっている。
・児童発達支援センター（旧；通園施設）の定員の空きがない状況。民間の児童発達支援事業所（児童デイサービス）を利用している事例も増えている。児童デイサービスも多様化しているが、相談支援専門員からは「児童デイサービスを訪問する時間が取れない」「支援があっているかの実態もつかみにくい現状を改善したい」という意見がだされている。
②障害者生活支援センターにおける支援の実態把握調査（2015年度）を実施

・2015年度障害児（18歳未満）の相談件数
→624件　＜全相談件数5613件；11％　（うち計画相談作成数263件；42％）＞
・支援をする上で難しさなどがある事例を各区障害者生活支援センターより抽出、分析をおこなった。
→43事例　（抽出した事例の概要）
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　　　　[image: image4.emf]課題となっていること 0～6歳未満 6～12歳未満 12～18歳未満
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　　＜乳幼児期に関わる支援＞
　　　→0～6歳未満の事例が6事例。医療的ケアが必要な事例が6事例中4事例と多い。
痰の吸引や経管栄養のケアなどを家族が担っており、不眠や腰痛などを体調不良の訴えもある。家族の介護負担を軽減するためのヘルパーや短期入所の利用の調整に関わる相談・支援が重要となっている。しかし、医療的ケアが可能な事業所が少ないこと、在宅への訪問療育を行う機関がないため、本人・家族ともに孤立しやすい実態が明らかとなった。
　　＜学齢期にかかわる支援＞
　　　→6～12歳未満の事例が11事例。うち軽度知的障害・発達障害（疑いも含む）の事例が9事例となった。

　　　　事例では、家族（父親）の障害理解が十分でない中で、本人に対する暴言や「無関心」など本人の成長発達を阻害する要因にかかわる支援や、学校での不適応（不登校や授業についていけない、他の生徒とのトラブルなど）に関わる支援が重要となっている。普通学級に通学中の事例では、学校との連携がすすめにくいという課題もだされている。
　　＜思春期にかかわる支援＞
　　　→12～18歳未満の事例が24事例。うち、18事例が知的障害の事例となった。

　　　家族も障害がある、生活困窮など支援が必要な事例など、本人だけではなく家族の支援が必要な事例が多いことが特徴である。

　　・事例より
　　　　現在特別支援学校高等部在籍、知的障害、両親と生活。
　　　　小学校高学年から「家出」を繰り返し、家族も本人の見守りに限界があり、疲弊した状況であった。児童相談所の保護は本人が消極的で利用に至らなかった。小学校（特別支援級）の校長から障害者生活支援センターに相談がある。療育手帳は未申請、乳児期に療育センターの通院歴があった。
　　　　学校、教育委員会、児童相談所とサービス調整会議を実施。Aさんの意向（「友達と遊びたい」「電車に乗りたい」など）も確認し、学校で必要な支援と療育手帳の申請、放課後等デイサービスの利用などの検討もすすめる。放課後等デイサービスの利用につながり、友達もでき、「家出」もなくなる。中学（特別支援級）の卒業を迎える直前になって、家族と学校の進路の方針が一致せず、再度児童相談所、支援課、学校との連携を行い、進路先を確定した。
　　　　幼少期に療育センターを利用していたが、学齢期になると主の支援機関が学校となるため、学校や家族から発信がないと問題が発見しにくい状態となっていた。また、幼少期から学齢期、卒業後の進路などライフステージが移行する際の連携・引継ぎのあり方が課題となっている。
　　＜早期発見と早期支援の必要性について＞

　　　2016年3月1日開催の地域自立支援協議会において、以下の点をコーディネーター連絡会議として提起を行った。

２．総合支援法施行後の相談支援の現状
①障害者生活支援センターの業務状況
　・2015年度　新規・継続相談者数　5613件

　　　→うち計画相談3059件；54％

・相談支援専門員　一人あたり　平均111.6人（最大値167.8人）

　　→うち計画相談作成数　一人あたり平均 60.8人（最大値116.0人）
②指定特定相談支援事業所との連携

　・区の指定特定相談支援事業所連絡会が10区中9区で開催されている（開催していない区は指定特定相談支援事業所が設置されていない）。
・計画相談を担う指定特定相談支援事業所が報酬単価、運営体制の課題（兼務、ひとり職場が多い）により増えていない。
　・指定特定相談支援事業所の相談支援専門員からは「相談を受けているといろいろな実態とニーズが見えてくる」という意義を感じているという話が出されている。一方で今の職員体制・報酬では十分な支援ができないという意見がだされている。
　　「相談を受けて、新たに発見したニーズや課題をどうすればよいのか悩む」という意見もある。各区のサービス調整会議の機能をいかした連携の再構築が必要だと考える。
３．今後の相談・支援体制について
①児童期の支援の充実
・早期発見・早期支援の仕組みをつくる＝成人期の支援の充実にもつながる
・児童発達支援センターの本来の機能、専門性をいかした相談支援体制を再構築する。
・同時に児童支援機関(医療、教育、事業所、児相など)との連携が図りやすい体制づくりをすすめていく。
・児童発達支援センター(市立ひまわり学園)が中心となり、地域の機関とのつなぎ役やバイズ機能も担う（特に児童発達支援事業所へのバイズ、学習などの機会を）。
・障害児福祉計画の策定の進め方。
②相談支援のあり方の再構築（今ある仕組みをもとに）

・市内の「相談」の窓口、機関にいっても、必要な支援につながる「相談・支援体制」を再構築する。　＜参考資料　５＞
・サービス調整会議を軸とした連携を仕組みを再構築する（障害のある人のニーズ・実態を軸とした支援体制づくり）。

　　
③具体的な施策課題につなげていく

・相談を受けても、ニーズに合う社会資源や福祉サービスが圧倒的に不足している。支援度が高い人ほど選択肢がない実態をかええていく。（障害者総合計画の目標値の設定、今ある制度を本人のニーズに合わせ柔軟につかえるようにすすめていく）

・現在提起されている課題として、虐待にかかわる支援、ショートステイ、シェルター機能、暮らしを支える機能（グループホーム）の構築の具体的な検討をすすめる。
・政策委員会に対して地域自立支援協議会の報告を行う　＜参考資料５、６＞

④権利擁護を各区で推進させていく
　・虐待にかかわる支援の蓄積を虐待防止部会、高齢障害者権利擁護センター、コーディネーター連絡会議が連携してさらにすすめていく。
　・権利擁護支援員の全区配置
【第3回地域自立支援協議会「サービス調整会議検討事例から見えてくる課題」より抜粋


５．今後必要な取り組み


（１）生きにくさ、生活の立てなおしを支える体制づくり


○さいたま市内の事業所を中心に、障害特性（特に発達障害、行動障害にかかわる）や支援・連携に関わる研修等の実施


○生活の立て直しを重点的に行うシェルター、短期入所事業の機能の充実


・現在の宿泊型訓練施設、短期入所事業、グループホームの体制強化　


　・「暮らし方」を本人も支援者も考えられるための体験や課題の発見ができる機能


　・ひとり暮らしを支える「巡回型」などの見守りの体制


（２）サービス調整会議を中心にした機関連携の内実の向上


○障害のある本人のニーズや課題、見立てを共通につくりだし、支援をすすめる体制をつくりだす


○他分野、専門機関の特性をいかした連携


○児童期の支援機関（療育機関・教育機関、児童相談所、保健センター等）、医療機関（精神科以外も含む）との連携


（３）早期発見、早期治療をすすめる支援体制


○児童期の支援機関（療育機関、教育機関、児童相談所、保健センター等）、相談体制（児童発達支援センター）の現状把握と課題提起


○さいたま市ノーマライゼーション条例、障害福祉サービスの現状等の周知をすすめる


（４）ライフステージで「切れ目のない支援」


○乳幼児から就学時の移行、中退や不登校による「無支援状態」の改善、18歳時の児童から成人期への移行を「つなぐ」仕組み


○障害のある人の加齢に伴う支援課題の分析


○家族の介護に依拠しない支援体制の構築
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